
春日市立地適正化計画 届出制度のQ＆A
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Q1

届出制度の目的は何ですか？ 立地適正化計画の適正な運用を図るため、住宅や
誘導施設の立地動向を把握するとともに、本市の
まちづくりの方向性（立地適正化計画等）を周知
する機会として活用することを目的としていま
す。

Q2

開発行為、建築行為の「着手」
は何を指しますか？

着手とは、開発行為の造成工事（切土、盛土）、
建築行為の基礎工事（根切り、山留め、杭打ち、
地盤改良）を指します。
なお、以下については着手に該当しません。
・既存建築物の撤去
・地盤調査のための掘削
・ボーリング調査
・現場の整地（粗造成）
・地鎮祭
・仮囲いの設置
・現場事務所の建設
・資材や機材の搬入 など

Q3
開発行為の後に、同じ敷地で建
築行為を行う場合は、どちらも
届出が必要ですか？

開発行為、建築行為のそれぞれについて届け出る
必要があります。

Q4
届出は何部必要ですか？ １部です。

Q5

届出後に通知等はあります
か？

通知はありません。届出内容に疑義等がある際に
は、必要に応じて連絡・確認を行う場合がありま
す。

Q6

届出対象となる行為が誘導区
域の内外に渡る場合は届出が
必要ですか？

行為を行おうとする区域や敷地の一部が誘導区
域内にある場合は、誘導区域内にあるものとして
取り扱います（都市機能誘導区域内における休廃
止は届出が必要です）。

Q7

仮設の場合や、災害の応急的な
対応の場合も届出は必要です
か？

仮設建築物を建設するための開発行為や建築行
為、非常災害のため必要な応急措置については、
届出は必要ありません。



Q8
届出の地目、面積は何に基づい
て記載すればよいですか？

地目は登記簿、面積は実測に基づいて記載してく
ださい。

Q9

届出を行わなかった場合に罰
則はありますか？

届出をしないで、または虚偽の届出をして開発行
為や建築行為を行った場合は、30 万円以下の罰
金に処される場合があります（都市再生特別措置
法第 130条）。
なお、都市機能誘導区域内における休廃止の届出
に関する罰則はありません。
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Q10

居住誘導区域外における届出
の対象となる「住宅」はどのよ
うなものですか？

建築基準法における一戸建ての住宅、長屋、共同
住宅が対象となります。また、建物の一部にこれ
らを含む場合（兼用住宅）も対象となります。

Q11

サービス付高齢者住宅や社宅
は「住宅」に該当しますか？

実態に応じて、建築基準法の共同住宅に該当する
と判断されるものは、「住宅」として取り扱いま
す。

Q12

３戸の共同住宅を建て替えて
３戸の共同住宅とする場合は
届出が必要ですか？

届出が必要です。新築、改築、用途変更の後に３
戸以上の住宅とする場合は届出の対象となりま
す。

Q13

隣接する敷地に３戸の戸建て
住宅を建築する場合は届出が
必要ですか？

同一の者が、同時期に、隣接する土地で３戸以上
の戸建て住宅を建築する場合は、届出が必要で
す。
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Q14

建築物の一部のみが誘導施設
である場合は届出が必要です
か？

届出が必要です。一部でも誘導施設を含む場合は
届出の対象となります。

Q15

１つの建築物で複数の誘導施
設を有する複合施設を建築す
る場合は、まとめて１つの届出
とすることはできますか？

１つの建築物で複数の誘導施設を有する場合は、
まとめて届け出ることができます。

Q16

休止と廃止の違いは何です
か？

施設再開の意思がある場合は休止、施設再開の意
思がない場合は廃止となります。


